
デジタルコンプライアンス委員会 議事要旨 

 

開催日時：令和４年７月 22 日（金）13:00-14:30 

 

場所：共用中会議室にて実施 

出席委員：名取委員長、遠藤委員、梶川委員、國領委員、芝委員、藤森委員 

 

議事次第 

・ コンプライアンスに係る各種取組の推進状況について 

・ 令和４年度中の職員のコンプライアンス研修の実施計画について 

・ その他 

 

議事概要 

各議事について、事務局から内容の説明がされた後、議論が行われた。主な意見等は以下

のとおり。 

 

〔コンプライアンスに係る各種取組の推進状況について〕 

・ 適用除外を始めとした入札制限のルールにより、必要な情報収集や情報交換は妨げられ

るとか、やりにくさがあるとか、そこがバリアになって必要な仕事ができないということ

がないようにすべき。これまでのところ、そのような実態は把握されていないということ

だが、引き続き、状況を注視しておいてもらいたい。 

・ 入札制限のルールに係る判断に迷うような事例については、積み上げと、気軽に相談で

きる相談窓口の周知が大切なので、よろしくお願いしたい。 

・ 良いプロジェクトを完成させる観点からいうと、スタートの時点で入札制限のルールが

守られているかどうかだけではなく、仕様が不十分であったとか、プロジェクトの目的が

果たせていなかったといったようなことが起きていないかということを、事後的にきち

んとチェックしていくことが大切だと思う。 

・ 入札制限のルールは、昨年のデジタル庁発足時にかなり議論をして導入されたわけであ

るが、本日の各委員からの発言にあったとおり、これがあることにより、民間の有益な知

見が反映されなくなるとか、民間企業からデジタル庁に人が来なくなるといった弊害も

懸念されるところ。引き続き、運用の実態について注意深く見ていく必要がある。 

・ 内部通報制度の実効性の確保はコンプライアンスの観点で極めて重要である。通報する

ことで不利益を受けることはないといった点や具体的な通報先、通報手段等について、職

員への周知徹底に改めて配意してもらいたい。 

・ 組織の自浄作用を機能させるためにも、内部通報に係る取組を進めてもらいたい。 

 



〔令和４年度中の職員のコンプライアンス研修の実施計画について〕 

・ オンライン研修に関し、実際に何人の職員が視聴等したのかを把握できるようにした上

で、次回以降の研修計画に反映させていくべき。 

・ 研修の内容については、これまで役所で働いてこなかった民間企業出身の職員に特に受

けてもらいたいものであると思われるので、民間出身の職員がどの程度受講しているの

かを把握して次回以降に活かしてほしい。 

・ 民間企業の方との情報交換が必要となることもあると思うが、会食を行う場合には費用

負担の点に十分留意した上で、適切に行ってもらいたい。 

 

〔その他〕 

（事務局より、デジタル庁発足から 10 か月余りの組織作りの歩みと課題、それを踏まえ

た改革の取組等について紹介） 

・ 年度末にかなりの数の職員が離職したとの報道があったと思うが、事実としては契約満

了前に離職した職員は 2 名であったとのことで、少しほっとした。広報や報道対応等は、

適切、的確に行っていくべきだと思う。 

・ デジタル庁のバリュー等を実践している個人を表彰する取組は、コンプライアンスの観

点からも効果が期待できる良い取組であると思う。 

・ コンプライアンスを徹底するためにも、アジャイル開発などに適合した調達の在り方を

検討すべきではないか。 

・ 昨年の組織サーベイの結果は必ずしも良くなかったようであるが、そこで浮かび上がっ

てきた課題を踏まえ、政務を含む全職員参加型のオンラインミーティングの開催や、上司

と部下との１対１での対話の定期的な実施など、様々な取組を進めている点は評価した

いので、引き続き、頑張ってもらいたい。 

以上 


